
中間まとめへの意見(2)
はじめに（1―2頁）
　デジタル化が進む時代にあって、海賊版が横行する中、出版社に権利が与えられることには賛成ですが、「中間まとめ」は、出版社の役割・機能について現実を踏まえた議論が十分になされているとは思えません。「知の再生産」という観点が抜け落ちた不完全なものと思われます。具体的には、別途項目ごとに提出する４点（権利の主体、一体的設定の是非、出版物をデッドコピーしたインターネット上の海賊版対策、出版者による再許諾）について、修正すべきと強く要望します。

第4章第2節２（１）権利の主体（19―20頁）
「中間まとめ」は、単に出来上がった電子書籍を配信するだけの業者にも「出版権」が与えられる可能性がある内容になっています。しかし、権利の主体は、あくまで「出版物の企画、編集から制作、流通まで責任と覚悟をもって行う者」に限られるべきものであり、その点を明確に規定した内容に修正すべきです。
第4章第2節2（2）一体的設定の是非（20－22頁）
「中間まとめ」は、紙媒体の出版と電子出版について、あたかも別建ての設定が可能かのように読める面があります。しかし、紙媒体の出版と電子出版は、本来、コンテンツをパッケージにする制作プロセスが同じであって、出版権は一体的設定がなされてしかるべきです。紙媒体と電子の出版の一体的設定が、疑問の余地なく盛り込まれるように修正すべきです。
第4章第3節３　出版物をデッドコピーしたインターネット上の海賊版対策（26―29頁）
「中間まとめ」では、海賊版対策に関しては、「電子出版に対応した出版権」によって、著者と出版社との間の契約に基づいて、運用で対応されるべきとしています。しかし、最も侵害の多い雑誌などの出版物については、通常の契約での対応は事実上不可能で、インターネット上の海賊版に対する対策がはなはだ困難な内容になっています。「みなし侵害規定」の導入をする内容に修正すべきです。
第4章第４節　出版者による再許諾（29－30頁）
　　出版関連小委員会では、出版権の再許諾について、紙の本の出版実務に悪影響を与えることを懸念し、著作者委員も出版社委員も「不要」と評価しました。にもかかわらず、「中間まとめ」では、出版者による再許諾が認められました。制度上、電子書籍の配信に関して再許諾が必要というならば、その点への対応だけに留めるべきで、紙の本も含めた法改正は必要とは思えません。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上　

